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本内容は、令和８年９月１１日時点のもので、今後も 

随時更新を行っていきます。 
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制度の名称 災害相談窓口 

支援の種類 サービス等 

制度の内容 

◆開設場所・時間 

【八代市役所本庁舎１階会議室 D】   

 住所：八代市松江城町１－２５  

 開設時間：平日（月～金） ９：００～１７：００ 

  

 被災に関する各種相談、問い合わせ等を受付し、関係する窓口への案内を行

います。 

 なお、外国語（22 言語）での相談も可能です。 

  あわせて、外国人市民向けに市ホームページでの 

  情報発信を行っております。 

  （https://www.city.yatsushiro.lg.jp/kiji00326780/index.html） 

 

 □災害に関する外国人市民向け相談会 

  「外国からきた みなさんのための そうだん会」 

  日時：１０月１８日（日）11：00～13：00 （予定） 

  場所：調整中 

 

活用できる方 令和８年熊本地震で被災された方 

注意事項  ― 

お問合わせ先 

災害相談窓口 ℡：３３－４４５２ 

 外国語での相談及び外国人向け相談会（国際課） 

        ℡：３３－６８４６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 被災者対応 

https://www.city.yatsushiro.lg.jp/kiji00326780/index.html
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制度の名称 災害ごみの受入れ 

支援の種類 サービス等 

制度の内容 

令和８年熊本地震により八代市で発生した災害ごみは、以下の仮置場で受け入

れています。 

 

＜受入場所・期間＞ 

八代市水処理センター西側（新港町 3 丁目 1 番地） １２月末まで 

 ※受入休止日：毎週木曜日 

八代市鏡支所（鏡町内田４５３番地１） １２月末まで 

  ※受入休止日：毎週水曜日、土曜日 

八代市北新地グラウンド（鏡町北新地 1205 番地） １２月末まで 

  ※受入休止日：毎週月曜日 

 

＜受入時間＞ 

午前： 9 時～１１時３０分 

午後：１３時～１６時 

 

＜受入品目＞  

ガラス・陶磁器くず コンクリートがら 瓦 木くず 

廃プラスチック 家具類（※1） たたみ 布団類 

小型家電 家電リサイクル４品目（※2） 金属くず 石膏ボード 

スレート サイディング   

（※1）タンス等の中は空にしてください。 

（※2）４品目はエアコン、テレビ、冷蔵庫・冷凍庫、洗濯機・衣類乾燥機。冷

蔵庫等の中は空にしてください。 

 

 ※状況により変更する場合があります。搬入前に必ずホームページ等でご確

認ください。 

活用できる方 令和８年熊本地震で被災された方 

注意事項 

・必ず分別してお持ち込みください。 

・受入れは、八代市で発生した地震に伴う災害ごみに限ります。 

・今回の地震に関係しないごみ（便乗ごみや生ごみ）や産業廃棄物は固くお断

りします。 

・身分証（免許証・マイナンバー等）をご提示ください。（身分証は記録させ

ていただきます。） 

・搬入を依頼される場合は、委任状（任意様式）をご準備ください。 

  ※委任状には次の内容を記入してください。 

   （搬入する台数分必要です。原本のコピーでも可） 

(1) 災害ごみ発生の世帯住所 

(2) 処理を委任した人の氏名 

   (3) 仮置場に来た人の住所・氏名 

お問合わせ先 循環社会推進課（エコエイトやつしろ） ℡：34-1997 
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制度の名称 ホテル等への避難 

支援の種類 サービス等 

制度の内容 

 避難所や被災住宅等での避難生活が長期化する中、避難されている方の心身の負

担を少しでも軽減し、安心して過ごしていただけるよう、熊本県では「ホテル等へ

の避難」を実施しています。 

 

１．避難先 

 国・県が確保するホテル等（状況によっては県外になる等ご希望に添えない場合

があります）。 

２．費用 

 ホテル等の宿泊費は、原則として公費負担となります。 

 ただし、食費、宿泊税、入湯税等は、自己負担となります。 

３．移動 

 ホテル等が送迎車を準備する場合等を除き、ホテル等までの移動手段は、ご自身

での確保をお願いします。ご自身での移動手段の確保が難しい場合は、申込フォー

ムの特記事項記入欄にてご相談ください。 

４．期間 

 八代市の避難所が閉鎖されるまでの間で、各ホテルが受け入れ可能な期間 

（状況により、別のホテル等にお移りいただく場合がありますので、

予めご了承ください）。 

５．申込フォーム 

 下記の注意事項を含めてご理解いただき、同意したうえで QR コ

ードから申込フォームに必要事項を入力してお申し込みください。 

活用できる方 被災され、ホテル等への避難を希望される方 

注意事項 

・通常の宿泊施設としてのサービスを保証するものではありません。例えば、リネ

ンの交換等も一定期間ごとにご自身で行っていただくことや、食事は原則ご自身

での調達になります。 

・ホテル内には直接的な看護や介護サービスはありません。身の回りのことでご家

族等の介助を受けている方はご支援いただける方と一緒に宿泊をお願いします。 

・滞在中のホテル等の周辺での移動費も自己負担になります。 

・ホテル等避難を行う際は、携帯電話やラジオ等、情報収集が可能な機器を持参す

るようお願いします。 

・宿泊開始後の健康観察のため、熊本県や関係機関と申込情報を共有し、電話等の 

連絡のほか、必要に応じて訪問等を行わせていただくことがあります。 

・申込内容に虚偽がある場合を含め、不適切と認められる申込等については、全額

返金を求めるなど、必要な処置を取らせていただきます。 

お問合わせ先 
熊本県ホテル等避難コールセンター ℡：012０-325-327（9:３０～17:３０） 

八代市健康福祉政策課（本庁舎２階） ℡：33-4003 
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制度の名称 公衆浴場の無料入浴支援 

支援の種類 サービス等 

制度の内容 

避難所で生活されている方や、ご自宅の入浴設備が被災するなどして入浴ができな

い方に限り、協力公衆浴場を無料で利用することができます。 

・身分証（運転免許証、マイナンバーカード、健康保険証など）をお持ちください。 

・公衆浴場の受付で、身分証等を提示のうえ、受付票に住所、氏名、年齢を記載し

ていただきます。 

・石鹸、タオル等の入浴に必要なものをご持参ください。 

【実施施設（協力施設）】   

日奈久温泉センター 

ばんぺい湯 

日奈久中町 316 ℡ 38-0617（当面は電話対応不可） 

営業時間：15:00 ～ 20:00  

※湯量不足により時間前に終了する場合あり 

休館日：毎月第３火曜日  入浴制限：１人 20 分まで 

坂本憩いの家 元湯 

 

坂本町鶴喰 893  ℡ 45-8820 

営業時間：12:00～20:00（受付は 19:30 まで） 

休館日：毎週火曜日 

東陽交流センター 

せせらぎ 

東陽町南 1051-1 ℡ 65-2112 

営業時間：10:00～20:00（受付は 19:30 まで） 

休館日：毎週水曜日 

さかもと温泉センター 

クレオン 

坂本町川嶽 1091 ℡ 45-8814 

営業時間：10:00～20:00（受付は 19:30 まで） 

休館日：毎週木曜日 

八代温泉 さくらの湯 川田町西 505 ℡ 39-1000 

営業時間：10:00～20:00 

休館日：なし 

市外の実施施設 

（協力施設） 

熊本県ホームページを 

ご確認ください→ 

 

※施設の都合で臨時休館や営業時間等が変更になる場合があります。 

各施設のホームページ等でご確認ください。 

※自家用車など移動手段をお持ちでない方を対象とした、無料送迎バスによる入浴

支援を実施しています。詳しくは、避難所に掲示しているポスターをご確認くだ

さい。（地域政策課 ℡：33-4168） 

活用できる方 
避難所で生活されている方や、ご自宅の入浴設備が被災するなどして 

入浴ができない方 

注意事項 

利用できる協力公衆浴場や利用条件は、復興状況に応じて変更され

ますので、協力公衆浴場に行かれる前に、必ず市ホームページを確認

してご利用ください。           市ホームページ→ 

お問合わせ先 健康福祉政策課（本庁舎２階） ℡：33-4003 
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制度の名称 災害ボランティアの派遣依頼 

支援の種類 災害ボランティア（八代市社会福祉協議会） 

制度の内容 

 

被災された方々の支援のため、ボランティアのご協力により、順次 

住居の後片づけなどの支援活動を行っています。 

活動拠点：鏡総合グラウンド（鏡町両出 1430） 

 

災害ボランティアセンターホームページ → 

 

 

【ボランティアの支援をお願いしたい方（被災された方）】 

支援内容：家屋内の後片づけ、災害廃棄物の分別・搬出・運搬 

対応できないもの：空き家、店舗（店舗兼住宅は要相談） 

※危険を伴う依頼などには対応できないことがあります。 

派遣のご依頼は、お電話にてお申込みください。 

受付時間：９時～１６時 

《ニーズ受付専用電話》電話番号のおかけ間違いにご注意ください 

080-5065-9461  080-5065-9219 

 080-5066-9189  080-5068-9506 

 

 

【ボランティア活動に参加したい方】 

災害ボランティアセンターホームページの活動予約フォームから 

お申込みください。 

《ボランティア専用電話》 080-5065-9144 

 

活用できる方  被災されボランティアによる住居の後片づけなどをご希望される方 

注意事項 

        

 社協 Facebook もご参考ください →  

お問合わせ先 
八代市災害ボランティアセンター 

  上記の専用電話におかけください 
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制度の名称 災害サポート・レンタカーの貸出 

支援の種類 現物貸与 

制度の内容 

日本カーシェアリング協会では、令和８年熊本地震で被災された方、支援活動

を行う団体を対象に、車の無償貸出支援「災害サポート・レンタカー」を実施

しています。 

当協会のご協力のもと、本市にもサテライト拠点を設置し、短期貸出に限定し

た支援を実施することとなりました。 

利用いただくためには、事前の申し込みが必要です。 

 

【実施期間】 

８月１０日（月曜日）から１２月２５日（金曜日）まで ※無料貸出 

 

【貸出車両】 

軽トラック、軽バン（合計３台） 

※車両は確保でき次第追加予定です。 

 

【貸出期間】 

最長３日間（実施期間中であれば、何度でも利用可能） 

 

【貸出条件】 

（１）運転免許証の提示（運転者全員分。申込者以外はコピー、写真可） 

（２）携帯電話の所有（お持ちでない場合は要相談） 

（３）被災の証明（り災・被災証明（申請）書控、被災状況の分かる写真等） 

 

【貸出・鍵受渡し窓口】 

千丁支所（千丁町新牟田１５０２－１） 

受付時間：１０時～１６時 

 ※定休日は水曜日、日曜日、祝日です。 

 

【申し込み・お問合せ】 

完全予約制です。申し込みフォーム（上記二次元バーコード）または電話で  

お申し込みください。 

専用電話番号：０５０－５７９９－４７４０ 

受付時間：１０時～１６時 ※定休日は水曜日、日曜日、祝日です。 

活用できる方 
令和８年熊本地震により被災された方、支援活動を行う団体 

※ 被災された方を優先します。 

注意事項 
 長期貸出（最長１４日間）は熊本市内の拠点でのみ実施されています。

ご希望の方は別途お申し込みください。 

お問合わせ先 

日本カーシェアリング協会 

専用電話番号：０５０－５７９９－４７４０ 

受付時間：１０時～１６時 ※定休日は水曜日、日曜日、祝日 
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制度の名称 （一社）八代青年会議所による水の配達サービス 

支援の種類 サービス等 

制度の内容 

 令和８年熊本地震にあわれた方へ、一般社団法人八代青年会議所が、連絡を

受けて支援物資を配達するサービス。 

 電話で依頼をお受けします。 

必要な方に、必要なものを、心を込めてお届けします。 

 

【利用できる方】 

 水が出ないお宅に限ります。 

 （水が出ても濁りがある、泥水が出る場合は対象になります） 

 ※詳しくは、下記「活用できる方」をご参照ください。 

 

【提供できる物資（例）】 

・飲料用の水、生活用水（トイレなどに使用する水） 

 ※食料品・生活用品などの物資配送は 8 月 31 日（月）をもって終了しまし

た。 

 ※水の確保状況等により、ご希望に添えない場合がありますので、あらかじ

めご了承ください。 

 

活用できる方 

水が出ないお宅で以下に該当する方 

・65 歳以上の高齢者のみの世帯 

・お車をお持ちでない方 

・身体的な理由により、水を運ぶことが難しい方 

・市内・近所に、ご家族や支援をお願いできる方がいない方 

・その他、ご自身で水を確保・運搬することが難しい方 

※ご家族・ご親族・ご近所の方などにお願いできる場合は、まず身近 

な方への協力依頼をお願いいたします。 

注意事項 
・配達エリアは八代市・氷川町限定とさせていただきます。 

・配送には時間がかかります。当日の配送も難しい場合があります。 

お問合わせ先 （一社）八代青年会議所 ℡：0965-32-7063（10:00～16:00） 

 

 

 

 

 

 

 



8 
 

制度の名称 弁護士による無料法律相談【新規】 

支援の種類 サービス等 

制度の内容 

 令和８年熊本地震で被災された方に法的支援を行うため、熊本県弁護士会に

よる無料法律相談が開催されます。 

 予約不要ですので、お気軽にご相談ください。 

 ※災害関連の相談をお受けします。 

 

期日：９月１７日（木）、２４日（木） 

時間：１０時～１２時（相談時間は１組あたり３０分） 

場所：市役所本庁舎２階 市民相談室 

※受付順 市民相談室内で受付をされた順番に整理券をお配りします。 

     市民相談室は午前９時から開きますので、それ以降に受付をお願い 

します。 

活用できる方 令和８年熊本地震で被災された方 

注意事項 ― 

お問合わせ先 市民活動政策課（本庁舎５階） ℡：３３－４４８２ 

 

制度の名称 日本弁護士連合会（日弁連）による無料電話相談【新規】  

支援の種類 サービス等 

制度の内容 

 日本弁護士連合会（日弁連）による電話での熊本地震に関する無料法律相談

が行われています。 

 

電話相談 

日弁連による電話相談を下記のとおり実施されています。 

実施期間：１１月３０日（月）まで 

電話番号：０１２０－２５４－９９４ 

受付時間：平日１０時～１２時／１４時～１６時 

 

活用できる方 令和８年熊本地震で被災され、法律相談を希望される方 

注意事項 ― 

お問合わせ先 日本弁護士連合会 人権第２課 ０３－３５８０－９５０８ 
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制度の名称 司法書士による無料法律相談【新規】 

支援の種類 サービス等 

制度の内容 

 令和８年熊本地震で被災された方に法的支援を行うため、熊本県司法書士会

による無料法律相談が開催されます。 

 予約不要ですので、お気軽にご相談ください。 

 ※災害関連の相談をお受けします。 

 

期日：８月２６日（水曜日）から毎週水曜日（祝日を除く） 

   ※終了時期未定 

時間：１３時～１６時（相談時間は１組あたり３０分） 

場所：市役所本庁舎２階 市民相談室 

※受付順 市民相談室内で受付をされた順番に整理券をお配りします。 

 

活用できる方 令和８年熊本地震で被災された方 

注意事項 ― 

お問合わせ先 市民活動政策課（本庁舎５階） ℡：３３－４４８２ 
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制度の名称 国民健康保険税・後期高齢者医療保険料・介護保険料の減免【新規】  

支援の種類 減免 

制度の内容 

地震により被害を受け、下記の基準に該当する被保険者は、令和８年度７月分

～３月分の令和８年度の国民健康保険税・後期高齢者医療保険料・介護保険料

を減免します。 

【基準】 

① 居住する住宅に損害を受けた世帯（申請は不要です） 

 

 

 

 

② 主たる生計維持者が死亡、または重篤な傷病等を負った世帯   

③ 主たる生計維持者などの行方が不明となった世帯 

④ 主たる生計維持者の事業収入、不動産収入、山林収入、給与収入の 

減少が見込まれる世帯 

※②～④の減免額等について詳しくは市 HP で確認ください。 

【申請】 

・基準①に該当する世帯は、申請は不要です。り災証明書の損害の程度に 

基づき減免します。 

・基準②～④のいずれかに該当する世帯は、減免の申請が必要です。 

※複数の基準に該当する場合、①～④の減免額が大きいものをいずれか一つ 

適用します。 

【受付期間】 令和 8 年 9 月 14 日（月）～令和 9 年 3 月 31 日（水） 

【受付場所】 市役所本庁舎 1 階 国保ねんきん課、介護保険課 

各支所地域振興課 

損害の程度 減額または免除の割合 

全壊 全部 

半壊、中規模半壊、大規模半壊 2 分の 1 

活用できる方 

基準に該当する 

・八代市国民健康保険の被保険者 

・熊本県後期高齢者医療制度の被保険者 

・八代市介護保険の被保険者 

注意事項 ― 

お問合わせ先 

【国民健康保険税・後期高齢者医療保険料】 

        国保ねんきん課（本庁舎１階） ℡：33-4113 

【介護保険料】 介護保険課（本庁舎１階）   ℡：32-1175 

 

 

 税金・保険料等の減免措置等 
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制度の名称 市県民税の減免 

支援の種類 減免 

制度の内容 

家屋の被害が一定の基準を満たす場合は、市県民税の一部が減免されます。 

申請受付に向け準備中です。もうしばらくお待ちください。 

市ホームページ等でお知らせします。 

お問合わせ先  市民税課（本庁舎２階） ℡：３３－４１０７ 

 

 

制度の名称 固定資産税の減免 

支援の種類 減免 

制度の内容 

家屋の被害が一定の基準を満たす場合は、固定資産税の一部が減免されます。 

申請受付に向け準備中です。もうしばらくお待ちください。 

市ホームページ等でお知らせします。 

お問合わせ先  資産税課（本庁舎２階） ℡：３３－４１０８ 

 

 

制度の名称 国民年金保険料の免除 

支援の種類 免除 

制度の内容 

住宅、家財、その他の財産のうち、被害金額がおおむね２分の１以上の損害を

受けた場合、本人からの申請に基づき、国民年金保険料が免除されます。 

 

※免除となる対象者の範囲の詳細や申請手続きについては、国保ねんきん課 

（本庁舎 1 階）または八代年金事務所へお問い合わせください。 

活用できる方 国民年金第１号被保険者で上記に該当する方 

注意事項  ― 

お問合わせ先 
国保ねんきん課（本庁舎１階） ℡：33-4105 

 八代年金事務所 ℡：35-6123 
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制度の名称 り災・被災証明書の発行【更新】 

支援の種類 証明書 

制度の内容 

令和８年熊本地震により住家に被害を受けた場合、各種被災者支援策

の手続きに必要となる、災害対策基本法に基づき家屋の被害程度を記載

した「り災証明書」を発行します。 

なお、八代市では、住家以外の家屋や家財などで「被害の程度」が必

要でないものについても「被災証明書」として発行しています。 

オンライン申請を受け付けていますので、ぜひご利用ください。 

 

【オンライン申請】 

令和８年８月３日（月曜日）１３時～ 

 

 

 

 

（申請フォーム）     （ホームページ記事） 

 

【窓口申請】 

〇受付開始：令和８年８月１０日（月曜日） 

〇受付時間：閉庁日を除く９時～１６時 

〇開設窓口：本庁１階多目的ホール、各支所、日奈久出張所 

 

※土・日の開設について 

９月１３日（日）、１９日（日）、２７日（日） 

         9 時～１６時 本庁１階多目的ホール 

 

※保険請求やり災証明書等の申請に必要な「被害写真」の撮影を必ず行

ってください。また、トラブル防止のため、必ず、保存しておいてくだ

さい。 

（り災証明書の発行にあたり現地調査を行う場合は、写真添付の必要は

ありません。） 

活用できる方 令和８年熊本地震により住家に被害を受けた方 

注意事項 
代理人による申請は、窓口申請、オンライン申請ともに可能ですが、

免許証などにより、代理人の本人確認を行います。（委任状は不要です。） 

お問合わせ先  市民税課（本庁舎２階） ℡：３３－４１０７ 

 

 

 公的書類の発行等 
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制度の名称 熊本県行政書士会による「り災証明書」無料申請支援 

支援の種類 証明書 

制度の内容 

熊本県行政書士会では、令和 8 年熊本地震で被災された方を対象に、

「り災証明書」の申請を無料で支援します。 

 

【支援内容】 

〇スマートフォンやパソコンを利用したオンライン申請について、入

力方法、必要書類・写真の準備などのサポート 

 

〇高齢、病気・けが、避難等の事情によりご本人による申請が困難な場

合には、個別の状況を確認したうえで、必要に応じて書類作成から

提出までの代理申請 

 

※相談・申請サポート費用はすべて無料です。 

 

【相談受付開始】 

令和 8 年 8 月 14 日（金曜日）  

 

【申請支援開始】 

令和 8 年 8 月 25 日（火曜日）から  

 

※受付状況等により変更となる場合があります。  

 

活用できる方 

(1) 避難所に避難しており交通手段がない方 

(2) 高齢等の理由で一人で役所へ出向くことが難しい方 

(3) 病気やけが等で役所へ出向くことができない方 

(4) ご家族による代理申請が難しい方 

(5) オンライン申請や必要書類・写真等の準備に不安がある方 

(6) その他、申請手続きにお困りの方 

注意事項 － 

お問合わせ先 

【実施団体】熊本県行政書士会  災害対策本部  

【相談受付電話】096-237-7373  

【相談受付時間】午前 9 時 30 分～午後 4 時 30 分 

（土・日・祝日も受付） 
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制度の名称 住民票等の交付手数料の免除 

支援の種類 免除 

制度の内容 

令和８年熊本地震により被害を受けられた方を対象に、次のとおり証明

書等の交付手数料を免除します。 

 

【対象となるお手続き】 

 (1)印鑑登録証（証明書交付カード）の再交付 

 (2)印鑑登録証明書の交付 

 (3)住民票の写しの交付 

 

【申請場所】 

 市民課（本庁舎 1 階）、各支所地域振興課、日奈久出張所、龍峯出張所 

  ※龍峯出張所では、印鑑登録証（証明書交付カード）の再交付手続

きは行っておりません。 

 

【手続き方法】 

 窓口で請求される際、以下の書類を提示してください。 

 (1)り災証明書又は被災証明書 

 (2)本人確認ができるもの 

 (3)地震災害に関連する手続きとして、必要なことが確認できる書類 

 ※(3)の書類は、【対象となるお手続き】の(2)と(3)の場合のみ 

活用できる方 

(7) 令和８年７月２８日以前に印鑑登録証（証明書交付カードを含む。）

の交付を受けられた方で、令和８年熊本地震により紛失等をされた

方 

(8) 災害に関する手続きに使用する方 

注意事項 

・印鑑登録証（証明書交付カード）の再交付手続きには、登録する印鑑

が必要です。また、再交付には数日要する場合があります。 

・代理人が来られる場合は、委任状が必要となります。 

・コンビニ交付サービスでは、交付手数料は免除されません。 

お問合わせ先 市民課（本庁舎１階） ℡：33-4110 
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制度の名称 マイナンバーカードの再交付手数料の免除 

支援の種類 免除 

制度の内容 

令和８年熊本地震により被害を受けられた方を対象に、次のとおりマイナンバ

ーカードの再交付手数料を免除します。 

 

【対象となるお手続き】 

 マイナンバーカード及び電子証明書の再交付 

 

【申請場所】 

 市民課（本庁舎 1 階）、各支所地域振興課、日奈久出張所 

 

【手続き方法】 

 窓口で申請される際、以下の書類を提示してください。 

 (1)り災証明書又は被災証明書 

 (2)本人確認ができるもの 

  ・１点でよいもの：運転免許証、パスポート、障害者手帳など 

  ・２点必要なもの：健康保険資格確認書、介護保険被保険者証、こども医

療費受給資格者証、年金手帳など 

 

活用できる方 
令和８年７月２８日以前にマイナンバーカードの交付を受けられた方

で、令和８年熊本地震により紛失等をされた方 

注意事項  ― 

お問合わせ先  市民課（本庁舎１階） ℡：33-4110 
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制度の名称 保険証等がなくても、介護サービスの利用や医療機関等を受診できます 

支援の種類 介護保険、医療 

制度の内容 

介護保険証、マイナ保険証、資格確認書や公費負担医療の受給者証等を紛失

あるいは自宅に残したまま避難されている方も、介護サービス事業所や医療機

関等において、氏名、生年月日、連絡先（電話番号等）、住所等を申し立てるこ

とにより、利用・受診できます。 

 また、公費負担医療について、緊急の場合は、指定医療機関以外の医療機関

でも受診できます。 

 

【公費負担医療の受給者証等の例】 

○被爆者健康手帳     ○結核患者に対する医療に係る患者票 

○指定難病医療受給者証  ○特定疾患医療受給者証    

○肝炎治療特別促進事業受給者証 

肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業参加者証  

○児童福祉療育券     ○小児慢性特定疾病医療受給者証    

○未熟児養育医療に係る養育医療券  

○生活保護に係る診療依頼書  

○医療支援給付の支給決定がされている中国残留邦人等に対する本人確認証  

○自立支援医療受給者証  ○水俣病関係手帳 など 

 

 

活用できる方 介護サービスの利用や医療機関等を受診される被災者 

注意事項  ― 

お問合わせ先 
＜介護サービス利用＞ 介護保険課（本庁舎１階） ℡：33-4145 

＜医療機関受診＞ 国保ねんきん課（本庁舎１階） ℡：33-4113                                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 経済・生活面の支援 



17 
 

制度の名称 医療保険の窓口負担、介護保険・障害福祉サービス利用料の免除 

支援の種類  医療保険診療、介護保険サービス、障害福祉サービス 

制度の内容 

令和 8 年熊本地震により被災された方で、以下の要件に該当する場合、医療保険

の窓口負担や介護保険の利用料、障害福祉サービス等の利用料が免除されます。 

※免除できるのは、利用料のみです。食費、居住費等の自己負担分については、支

払いが必要となります。 

 

【対象となる方】 

次のいずれかに該当する方 

（１） 住家の全半壊、全半焼、床上浸水又はこれに準ずる被災をした方 

※り災証明書の提示は必要ありません。窓口で口頭で申告してください。 

（２）主たる生計維持者が死亡し、又は重篤な傷病を負った方 

（３）主たる生計維持者の行方が不明である方 

（４）主たる生計維持者が業務を廃止し、又は休止した方 

（５）主たる生計維持者が失職し、現在収入がない人 

 

【適用期間】 

令和 8 年 11 月利用分まで 

 

※該当する方は、医療機関や介護・障害福祉サービス事業所等の窓口でその旨をご

申告ください。 

活用できる

方 

医療機関等を受診される方、または、介護保険サービスや障害福祉サービ

ス、障害児通所支援を利用される方のうち上記の対象となる方 

注意事項 
※被災者の皆様は、マイナ保険証等がなくても医療機関を受診、介護サービスを利

用できます。 

お問合わせ

先 

〈国民健康保険〉国保ねんきん課 ℡：３３－４１１３  

〈後期高齢者医療〉国保ねんきん課 ℡：３３－４４９０  

〈介護保険〉介護保険課 ℡：３３－４１４５ 

〈障害福祉サービス〉障がい者支援課 ℡：35－0294 
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制度の名称 被災した学用品を配付します 

支援の種類 現物支給 

制度の内容 

 令和８年熊本地震により被災し、学用品を使用することができず、就学上支

障のある小学校児童・中学校生徒を対象に被災した学用品を配布します。 

 

【対象品目】 

 ①文房具や通学用品（鉛筆・消しゴム・ノート・定規セット、筆箱、傘、運

動靴および通学靴、体育服、鍵盤ハーモニカ、リコーダー、習字セット、

絵具セット、裁縫道具セット）※柄や種類は選べません。 

 ②学校指定の問題集・資料集 

 ③制服、ランドセル（通学用バッグ） 

 

【申請方法】  

 在籍の学校を通じて申請  

 ※り災証明書（写し）の提出が必要 

 ※り災証明書が取れない場合や被災状況が準半壊・一部損壊の場合は、学用

品が使用できなくなったことが分かる写真等の提出が必要 

 

 

活用できる方 
被災により学用品を使用することができず、就学上支障のある小学校児童・  

中学校生徒 

注意事項 
・見舞い制度ではないので、一律に文房具類を同数配付することはできません。 

・配付は小学校児童・中学校生徒一人につき１回限りです。 

お問合わせ先 学校教育課（本庁舎４階） ℡：３３－６１３３  
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制度の名称 被災者生活再建支援制度 

支援の種類 給付 

制度の内容 

令和８年熊本地震により被災され、居住する住宅が全壊するなど生活基盤に著し

い被害を受けた世帯（被災世帯）に対して、支援金を支給し生活の再建を支援し

ます。 

＜対象となる被災世帯＞ 

八代市に居住の世帯で、令和８年熊本地震により居住する住宅が全壊した世帯、

住宅が半壊し又は敷地等に被害が生じ、やむなく解体する世帯、大規模半壊世帯

及び中規模半壊世帯 

 ※被災の程度については、り災証明書の「住家の被害の程度」の判定となります 

＜支援金の支給額＞ 

・基礎支援金：住宅の被害程度に応じて支給する支援金 

・加算支援金：住宅の再建方法に応じて支給する支援金 

 

＜申請書類＞ 

基礎支援金：り災証明書、住民票（世帯全員・続柄記載）など 

加算支援金：契約書（建設・購入、補修、賃借の契約書）など 

※いずれも通帳の写し（口座がわかるもの）が必要になります。 

※その他、申請書等の必要書類は個別にご案内します。 
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＜申請から支給まで＞ 

 申請書類は市生活援護課での受付後、熊本県を経由して、本制度の委託機関で

ある「公益財団法人 都道府県センター」に送付されます。同法人において申請

書類等の内容の審査を行い、支給額を決定し指定された金融機関等の口座に支援

金が振り込まれます。 

 ※申請受付から支給まで２～３ヵ月前後かかります。（申請書類等に不備がな

い場合） 

＜申請期間＞ 

基礎支援金：令和 ９年８月２７日（災害発生日から１３ヵ月以内） 

加算支援金：令和１１年８月２７日（災害発生日から３７ヵ月以内） 

 

申請書や必要書類、制度の詳細については、 

公益財団法人 都道府県センターホームページをご参照ください。→ 

 

活用できる方 

① 住宅が全壊した世帯（全壊世帯） 

② 住宅が半壊または住宅の敷地に被害が生じ、その住宅をやむを得ず解体した

世帯（解体世帯） 

③ 災害による危険な状態が継続し、住宅に居住不能な状態が長期間継続して 

いる世帯（長期避難世帯） 

④ 住宅が半壊し、大規模な補修を行わなければ居住することが困難な世帯 

（大規模半壊世帯） 

⑤ 住宅が半壊し、大規模半壊世帯に至らないが相当規模の補修を要する世帯 

（中規模半壊世帯） 

注意事項 

・自己所有の住宅であっても実際に居住していない場合は対象となりません。 

・自己所有の住宅に限らず、借家やアパート等の賃貸物件に居住していた場合で

も、り災判定が中規模以上（半壊は解体した場合）で支給要件に該当する場合

は対象となります。 

・借家等の大家は対象となりません。（大家本人が実際に居住している場合は対

象となります。） 

・住宅部分の罹災判定が半壊以上で、解体世帯として申請する場合、建物全てが

解体されていること（全部解体）が必要です。 

・その他の留意事項については、公益財団法人 都道府県センターホームページ

を参照ください。 

お問合わせ先  生活援護課（本庁舎２階） ℡：33-8722 
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制度の名称 災害援護資金の貸付 

支援の種類 貸付（融資） 

制度の内容 

令和８年熊本地震により、世帯主が負傷または住居や家財に大きな損害を受け

た世帯に対し、生活の立て直しをするための資金の貸付を行います。 

 

＜１世帯あたりの貸付限度額＞ 

区 分 
世帯主に負傷が 

ない場合 

世帯主に１か月以上の

療養が必要な 

負傷がある場合 

家財や住居に損害がない ― １５０万円 

家財の１/３以上の損害 １５０万円 ２５０万円 

住居の半壊・中規模半壊・

大規模半壊 

１７０万円 

 （２５０万円）※１ 

２７０万円 

 （３５０万円）※１ 

住居の全壊 
２５０万円 

 （３５０万円）※１ 
３５０万円 

※１ 被災した住居を立て直す際に、その住居の残存部分を取り壊さざる 

を得ない等の特別の事情がある場合の限度額 

＜貸付条件＞ 

 

 

 

 

 

 

条 件 内   容 

利率 
年１％ ※据置期間中は無利子  

   ※保証人を立てる場合は無利子 

据置期間 ３年（特別な事情がある場合は 5 年） 

償還期限 １０年（据置期間含む） 

償還方法 年賦・半年賦・月賦 

活用できる方 

＜対象者＞ 次の（１）および（２）の要件すべてに該当する世帯 

（１） 被害を受けた当時、八代市の住民基本台帳に記録のある世帯 

（２） 世帯人員ごとの市町村民税における前年の総所得金額が、 

下表の金額以下の世帯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

世帯人員 市町村民税における前年の総所得金額 

１人 ２２０万円 

２人 ４３０万円 

３人 ６２０万円 

４人 ７３０万円 

５人 1 人増すごとに７３０万円に３０万円を加えた額 

※ただし、その世帯の住居が滅失した場合は１，２７０万円 
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注意事項 

＜申請に必要なもの＞ 

 ・借入申込書 ※保証人を立てる場合は、保証人の記載も必要 

 ・り災証明書（写し）または被災証明書の（写し） 

 ・世帯主の本人確認書類（運転免許証・マイナンバーカード等）、 

印鑑、預金通帳 

 ・世帯主の負傷を理由とする場合は、医師の療養見込期間及び 

療養費概算額を記載した診断書 

 ・住民票謄本  ※保証人を立てる場合は、保証人の分も必要 

 ・令和 8 年度（令和 7 年分）所得課税証明書（世帯員全員分） 

 ※保証人を立てる場合は、保証人の分も必要 

 ・完納証明書又は課税がない証明書（現年度を含む３年度分） 

※保証人を立てる場合は、保証人の分も必要 

 

＜申込期限＞  令和８年１１月２日（月） 

 

お問合わせ先 健康福祉政策課（本庁舎２階） ℡：33-4003 
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制度の名称 生活福祉資金（緊急小口資金）特例貸付 

支援の種類 貸付 

制度の内容 

令和８年熊本地震により被災された世帯に対して、生活福祉資金

(緊急小口資金)特例貸付を行います。 

〈貸付対象〉 

令和８年熊本地震により被災された方で、本市に住所を有し、当座の生活費

を必要とする世帯  

〈貸付限度額〉 

１世帯につき１回限り。原則として１０万円以内。 

ただし、以下の場合は、２０万円以内。  

① 世帯員の中に被災による死亡者がいる場合  

② 世帯員に要介護者がいる場合  

③ ４人以上の世帯である場合  

④ 世帯員に被災による重傷者や妊産婦、小学校修了までの子どもがいる世帯 

〈据置期間〉 貸付けの日から１年以内  

〈償還期限〉 据置期間終了後２年以内  

〈貸付利子〉 無利子 

〈借入申込に必要なもの〉 

・身分を証明できるもの（運転免許証、マイナンバーカード 等）  

・申込者の預金通帳またはキャッシュカードなど預金口座がわかるもの 

〈貸付金の交付方法〉 

  ・借入申込者が指定する金融機関に送金します。 

〈相談・申込み受付〉 時間：午前１０時～午後４時まで(土日、祝日除く) 

  八代市社会福祉協議会（下記特設会場） 

   ・本所（本町 1-9-14） 

   ・鏡支所（鏡町鏡村 720 鏡地域福祉センター） 

※現在避難されている所在地の市町村社会福祉協議会でも申込みできます。 

活用できる方 
令和８年熊本地震により被災された方で、本市に住所を有し、当座の生活費

を必要とする世帯 

注意事項  特設会場は令和 8 年９月末まで、１０月以降は本所１ヵ所になります。 

お問合わせ先 八代市社会福祉協議会 ℡：0965-37-6001 
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制度の名称 災害弔慰金・災害障がい見舞金・災害見舞金（重傷者）の支給 

支援の種類 給付 

制度の内容 

 

【災害弔慰金】 

令和８年熊本地震により、亡くなられた方（災害関連死を含む）のご遺族に対し 

弔慰金を支給します。 

〈対象者〉 令和８年熊本地震により亡くなられた方のご遺族の方 

〈遺族の範囲・順位〉①配偶者 ②子 ③父母 ④孫 ⑤祖父母 

          ⑥兄弟姉妹（①から⑤のいずれの方もいない場合で、かつ、亡

くなった死亡当時、同居又は同一生計に限る。） 

〈支給額〉亡くなった方が 

・生計維持者の場合   ５００万円 

・生計維持者以外の場合 ２５０万円 

 

【災害障がい見舞金】 

令和８年熊本地震により、心身に重度の障がいを受けられた方に対し見舞金を 

支給します。 

〈対象者〉令和８年熊本地震により下記の障害を受けられた方  

※医師の診断書が必要です 
１．両目が失明した方 
２．咀嚼及び言語の機能を廃した方 
３．神経系統の機能又は精神に著しい障がいを残し、常に介護を要する方 
４．胸腹部臓器の機能に著しい障がいを残し、常に介護を要する方 
５．両上肢をひじ関節以上で失った方 
６．両上肢の用を全廃した方 
７．両下肢をひざ関節以上で失った方 
８．両下肢の用を全廃した方 
９．精神又は身体の障がいが重複する場合における当該重複する障がいの程度が 

各前号と同程度以上と認められる方 

〈支給額〉上記の障がいを負った方が 

・生計維持者の場合   ２５０万円 

・生計維持者以外の場合 １２５万円 

 

【災害見舞金（重傷者）】 

災害による重傷者に対し見舞金を支給します。 

〈対象者〉地震等による被害または火災等による被害により負傷し、1 か月以上の入

院治療を要する見込みのもの 

〈支給額〉重傷を負った方が 

    ・世帯で１人の場合      ３万円 

    ・同一世帯内で２人以上の場合 ５万円 

 

※お尋ねやご不明な点は、事前にご相談ください。 

活用できる

方 
令和８年熊本地震により、上記の対象者に該当される方 

注意事項  ― 

お問合わせ

先 
 健康福祉政策課（本庁舎２階） ℡：33-4003 
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制度の名称 水道料金の免除 

支援の種類  免除 

制度の内容 

 

令和 8 年熊本地震により発生した断水の影響を踏まえ、令和 8 年 7 月分及び

8 月分の水道料金を全額免除します。 

 

＜対象月＞ 

・７月使用分（８月請求分） 

・８月使用分（９月請求分） 

 

＜申請方法＞ 

 免除に係る申請は不要です。 

 

活用できる方 上水道をご利用の方 

注意事項 

 

今回の地震により水道の使用を中止される場合は、下記お問合わせ先

までご連絡ください。 

使用中止のご連絡がない場合は、ご使用がなくても基本料金がかかり

ますのでご注意ください。 

 

お問合わせ先 

〇 水道局または上下水道お客様センター 

水道局（本庁舎５階） ℡：33-1868 

 上下水道お客様センター（上水道）（本庁舎２階） ℡：32-7194 

〇 千丁町、鏡町、東陽町、泉町の上水道をご利用の方 

八代生活環境事務組合 ℡：62-2049 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 公共料金の減免措置等 
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制度の名称 下水道使用料等の減免 

支援の種類 減免 

制度の内容 

令和８年熊本地震により発生した断水等の影響を踏まえ、令和８年７月分及び

８月分の下水道使用料等を減免します。 

〈対象月〉 

○７月使用分（８月請求分） 

 基本料金のみを請求（超過分は免除） 

○８月使用分（９月請求分） 

 ・上水道使用世帯⇒全額免除 

 ・井戸等使用世帯⇒井戸等の破損・故障により、水の使用ができなかった  

世帯は全額免除 

※納期限や口座振替日については延期 

〈申請方法〉 

 減免に係る申請は不要です。 

活用できる方 下水道、農業集落排水、公共浄化槽をご使用の方 

注意事項 
今回の地震により下水道等の使用を中止される場合は、下記お問い合

わせ先までご連絡ください。 

お問合わせ先 

○下水道総務課または上下水道お客様センター 

 下水道総務課（本庁舎５階） ℡：３３－４１４７ 

 上下水道お客様センター（下水道）（本庁舎２階） ℡：６２－９８８８ 
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制度の名称 ＮＨＫ受信料の免除【更新】 

支援の種類 免除 

制度の内容 

災害救助法が適用された区域内において、次のとおり放送受信料が免除され 

ます。 

 ＜災害救助法が適用されている区域＞ 

八代市全域 

 

＜免除の対象＞ 

半壊、半焼以上の程度の被害を受けた建物の放送受信契約 

 

＜免除期間＞ 令和８年７月から令和８年１２月まで（６か月分）  

 

■免除には申請が必要です 

＜申請に必要な書類＞ 

・り災証明書の写し 

・放送受信料免除申請書 

※申請書は NHK のホームページに掲載 

https://www.nhk-cs.jp/contract/exemption/menjo-info/saigai-

menjo-shinsei/ 

 

＜申請書類のお送り先＞ 

〒213－8790 神奈川県川崎市高津区久本 3-5-7 

NHK 溝口事務センター 災害免除担当  宛 

活用できる方 放送受信契約をされている上記の対象に該当する方 

注意事項 

 ・放送受信契約をされている方からの届けにより、免除対象となる方を確

定します。 

・免除が適用される期間の放送受信料について、前払い等により、すでに

支払いをされている場合は、支払い済み分を免除期間終了後の請求分に

充当します。 

お問合わせ先 
NHK ふれあいセンター ℡：0570-077-077 

９：00～18：00 ※土・日・祝日も受付 

 

 

 

 

 

https://www.nhk-cs.jp/contract/exemption/menjo-info/saigai-menjo-shinsei/
https://www.nhk-cs.jp/contract/exemption/menjo-info/saigai-menjo-shinsei/
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制度の名称 九州電力の電気料金等の特別処置 

支援の種類 免除 

制度の内容 

令和 8 年熊本地震により被災されたお客さまに対する電気料金等の特別措置

を実施します。 

（電気料金の支払い期日の延長、不使用月または不使用日の電気料金の免除な

どを実施します。） 

 

＜特別措置の対象市町村＞ 

 災害救助法が適用された市町村 

 

＜特別措置の内容＞ 

 １．電気料金の支払期日の延長 

 ２．不使用月または不使用日の電気料金の免除 

 ３．工事費負担等の免除 

 ４．基本料金の免除 

 

＜特別措置の申し込み＞ 

 この特別措置の適用を希望されるお客さま、最寄りの九電ネクスト営業所ま

でお申し込みください。 

  

  

活用できる方 住居等に被害を受けられたお客さま 

注意事項 
 お申込み時には、お客さまの被災状況を確認するため、原則として、各自

治体により発行される「罹災証明書」などを提出していただきます。 

お問合わせ先 

お問合せ先は、九州電力ホームページを参照ください。 

https://www.kyuden.co.jp/press/2026/h260729-1.html 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.kyuden.co.jp/press/2026/h260729-1.html
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制度の名称 建設型応急住宅（仮設住宅）【更新】 

支援の種類 現物貸与 

制度の内容 

 令和８年熊本地震により、住宅に甚大な被害を受けられた皆さまに、建

設した仮設住宅を提供する制度です。 

 

〈申請受付・相談窓口〉 

 場所：市役所１階会議室 B 

 日時：８月 28 日（金）～９月 11 日（金） 

   ※追加募集は、改めてお知らせします。 

 

活用できる方 

（１）～（５）全ての要件にあてはまる方が対象となります。 

（１）令和８年７月２８日時点で、八代市に居住する方 

（２）１～４のいずれかを満たす方 

１．住家が「全壊」、「全焼」又は「流出」し、居住する住家がない方 

２．住家が「半壊」（「中規模半壊」及び「大規模半壊」を含む。）であっ

て、住家として利用ができず、やむを得ず解体を行う方 

３．二次災害等により住家が被害を受ける恐れがある、ライフラインが

途絶している、地滑り等により避難指示等を受けているなど、長期に

わたり自らの住宅に居住できない方 

４．その他、国と県との協議により、やむを得ず入居すべきと認められ

た方 

（３）他に居住できる住家がなく、自らの資力をもってしては住居を確

保することができない方 

（４）災害救助法に基づく「障害物の除去制度」を利用していない方 

（５）暴力団員でない方 

注意事項 

・入居期間は、最長２年間です。 

・応急修理制度との併用はできません。 

・駐車場代、光熱水費等は入居者の負担となります。 

・この制度を利用すると、住宅の応急修理の申請できなくなります。 

・先着順ではありません。入居には一定の要件があります。 

お問合わせ先 住宅課（本庁舎５階） ℡：33-4122  

 

 

 

 

 住まいの確保 
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制度の名称 自宅敷地内への建設型応急住宅【新規】 

支援の種類 現物給付 

制度の内容 

作物や家畜の管理等の生業やその他の事情により、自宅に居住する必

要がある方に、自宅敷地内に仮設住宅を設置できる場合があります。 

 

＜申請受付・相談窓口＞ 

受付締切：９月 25 日（金）16 時 

 Web での申し込みもできます 

 

 

 

 

https://logoform.jp/form/zis6/1759684 

 

受付時間：９時～１２時／１３時～１６時 

 ※土日祝日は、事前に住宅課までご連絡ください。 

 

活用できる方 

【主な要件】 

・住宅が「全壊」、または「半壊」以上で、やむを得ず解体を行う方 

・農業、畜産業等の生業や、その他の事情により、自宅敷地内での居住

が必要な方 

・自宅敷地内に仮設住宅を設置できる要件を満たす方（例：敷地が接し

ている道路幅が４ｍ以上、搬入経路が確保できる等） 

注意事項 

※ご相談（申込）後、改めて聞き取りと現地調査を行い、個別の事情を

確認したうえで、仮設住宅の設置を判断します。 

※入居期間は、原則として２年間です。 

※設置、撤去は公費負担、光熱費等は入居者の負担です。 

お問合わせ先 住宅課（本庁舎５階） ℡：33-4122 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://logoform.jp/form/zis6/1759684
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制度の名称 賃貸型応急住宅（みなし仮設住宅）【更新】 

支援の種類 現物貸与 

制度の内容 

 令和８年熊本地震により、住宅に甚大な被害を受けられた皆さまに、民

間賃貸住宅を提供する制度です。 

 

＜条件＞ 

 賃貸する物件の家賃が１か月当たり次の額以下であること。 

  単身の世帯   月額 ５万５千円以内 

  ２人の世帯   月額 ６万５千円以内 

  ３～４人の世帯 月額 ９万５千円以内 

  ５人以上の世帯 月額 １３万円以内 

＜入居期間＞ 

 最長２年間 

＜申請受付・相談窓口＞ 

受付場所：市役所１階会議室 C 

受付時間：平日 ９時～１１時３０分／１３時～１６時３０分 

      ※土日祝日は、事前に住宅課へご連絡ください。 

活用できる方 

 令和８年熊本地震による八代市在住の被災者において、次のいずれか

に該当する方 

（１）住まいが全壊、または全焼により居住する住宅がない方 

（２）住まいが半壊（中規模半壊、大規模半壊含む）であっても、やむを

得ず解体を行う方 

（３）二次災害等により住宅が被害を受ける恐れがある、ライフライン

が途絶している等、長期に渡り住まいに居住できない方 

（４）災害救助法に基づく住宅の応急修理制度を利用する方で、半壊以

上で修理期間が１カ月を超えることが見込まれる方 

注意事項 

・賃貸型応急住宅を探していることを不動産業者に伝え、物件の紹介を

受けてください。 

・駐車場代、光熱水費等は入居者の負担となります。 

・応急修理制度を利用される方は、申請手順及び家賃対象時期にご注意

ください。 

＜既に個人で契約して民間賃貸住宅に入居している方へ＞ 

・７月２８日（災害救助法適用日）以降、既に個人で契約している場合

でも、入居者の要件等を満たし、貸主の同意が得られる場合は、県、貸

主、入居者で三者契約を締結することで、入居日に遡って対象になりま

す。（仲介手数料、保険は遡及できません） 

お問合わせ先 住宅課（本庁舎５階） ℡：33-4122 
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制度の名称 住宅の応急修理 

支援の種類 現物給付 

制度の内容 

日常生活に必要な最小限度の部分を応急的に修理することで元の住家 

に引き続き住めるようにすること等を目的としたもので、応急修理に掛

かる費用 （限度額内の修理費用）を被災者に代わって被災自治体（八代

市）が支払う制度です。 

＜修理の範囲＞ 

 屋根、外壁、基礎等の修理及び、居室、炊事場、便所等日常生活に必要

な最小限度の部分であって、緊急に応急修理をすることが必要な部位。 

＜費用の限度額＞ 

被害認定 限度額 

全壊、大・中規模半壊、半壊 一世帯あたり 最大 7５万７千円 

準半壊 一世帯あたり 最大 3６万７千円 

一部損壊 対象外 

 

＜申請受付・相談窓口＞ 

受付場所：市役所１階会議室 C 

受付時間：９時～１２時／１３時～１６時 

 ※土日祝日のご相談は事前に営繕課までご連絡ください。 

 

＜必要書類＞  

・市役所窓口で記入いただけるもの（市 HP にも様式を掲載） 

（１）（２）修理申込書、住宅の被害状況に関する申出書（様式第 1 号） 

（３）資力に関する申出書（様式第 2 号） 

（４－１）修理見積書（様式第 3 号） 

 

・事前に準備いただくもの 

（４－２）修理業者が作成した詳細な見積書 

（５）り災証明書（写） 

（６）施工前の被害状況がわかる写真 

※修理業者の口座番号などを事前にご確認ください。 

 

＜応急修理制度説明用フォーム＞ 

応急修理制度の説明用フォームを作成しておりますので、

活用ください。 

 

 

 



33 
 

活用できる方 

り災証明の区分で「全壊」、「大規模半壊」、「中規模半壊」、「半壊」、 

「準半壊」と記載されている住宅 

※全壊の場合、応急修理を実施することにより居住が可能である場合は、 

支援の対象となります。 

※一部損壊は対象外となります。 

注意事項 

・必ず「施工前の被害状況写真」を撮影してください。スマートフォンで撮影し

た写真でも構いません。 

・事前着工は可能ですが、り災証明書の結果や修理内容によっては、支援を受け

られない可能性があります。 

・「半壊」以上と判定された方で、住居の修理期間が１か月を超える場合は、修

理完了までの間、原則６か月間を限度に「住宅の応急修理」と「賃貸型応急住

宅」の併用ができます。 

・借家の場合は、条件が厳しくなっていますので、事前にご相談ください。 

お問合わせ先 営繕課（本庁舎５階） ℡：33-4401 
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制度の名称 住家の緊急修理（ブルーシート展張等） 

支援の種類 助成 

制度の内容 

 令和８年熊本地震により住家が半壊又はこれに準ずる程度の損傷を受け、雨

水の侵入等を放置すれば住家の被害が拡大する恐れがある屋根、外壁、建具（玄

関、窓やサッシ等）等の必要な部分に対してブルーシートの展張などの緊急修

理に対して支援を行います。 

 

【支援費用】 

 上限５６，４００円を八代市から修理業者に直接お支払いします。 

※この金額には、ブルーシート、ロープ、土のう等の資材費、修理作業に係る

人件費及び事務など修理に必要な一切の経費が含まれます。 

 

【手続きの流れ】 

（１）八代市への相談 

 以下の情報を準備してご相談ください 

 ①被害状況が分かる写真 

  ※屋根、外壁、建具等の貫通等の損傷があり、降雨があれば浸水を免れな

いことがわかるもの、または、損傷した住宅の前を歩行する通行人の安全

確保が必要なことがわかるもの 

 ②予定している工事内容及び修理金額（概算でも可）が分かるもの 

 

（２）修理業者への相談 

 本制度を利用して修理を希望される方は、ご自身で修理業者を選定し、見積

書の作成を依頼してください。見積書の作成に時間がかかる場合は、工事内容

と概算金額を確認してください。 

 

（３）申込み 

 以下の書類をご提出ください。 

 ①緊急修理に関する申込書 

 ②被害状況報告書（被災状況の写真） 

 ③修理業者の見積書 

 

（４）修理の実施 

 制度対象と認められた場合、八代市から修理業者へ正式に依頼します。申込

者の方には、修理依頼を行った旨を市からご連絡します。 
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（５）完了報告 

 修理が完了したら、修理業者から八代市へ「工事完了報告書」「修理前後の施

工写真」「請求書」が提出されます。 

 

（６）完了期日 

令和８年９月２７日まで（完了報告の提出期限） 

 

（７）支払い 

 完了報告と請求内容に基づき、八代市から直接、修理業者へ費用が支払われ

ます。 

 

【申請受付】 

窓口①：建設政策課（本庁舎５階） 

受付時間：原則平日の９時から１７時 ※閉庁日（土、日、祝日等） 

 

窓口②：１階会議室 C（本庁舎１階） 

受付時間 原則平日の９時から１6 時 ※12：00～13：00 は窓口①で受付 

※土日、祝日は事前に建設政策課までご連絡ください。 

 

活用できる方 

災害発生時に居住していた住家が「準半壊以上（相当）」の損傷を受け、

雨水の侵入等を放置すれば住家の被害が拡大する恐れがある世帯 

※損傷を受けた住家の写真等をお持ちください。 

※倉庫、物置、駐車場は対象外です。 

注意事項 

・既に支払いが済んでいる修理への支援はできませんので、必ず事前に

ご相談ください。 

・修理費用が上限の５６，４００円を超える場合、差額は申込者（被災

者）負担となります。 

・八代市から修理業者への支払は契約処理の都合上、大幅に時間がかか

る場合がありますので、あらかじめご了承ください。 

・原則、市内の業者への修理依頼をお願いします。 

・災害に便乗した悪質な修理業者にご注意ください。 

お問合わせ先 建設政策課（本庁舎５階）℡：３３－４１１６ 
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制度の名称 合併処理浄化槽の補助 

支援の種類 助成 

制度の内容 

令和８年熊本地震により合併処理浄化槽の更新や改築（機器修理）が必要と

なる個人住宅を対象として、合併処理浄化槽の補助事業を拡充します。 

 従来から補助制度のある単独浄化槽や汲み取り便所から合併処理浄化槽への

更新に加えて、下記の項目について補助事業の拡充を行います。 

＜補助内容＞ 

（１）被災した合併処理浄化槽の更新（個人住宅に限る） 

 ・家屋の新築・建替に伴う合併処理浄化槽の設置費用の一部を補助 

 ・故障した合併処理浄化槽の更新（入れ替え）費用の一部を補助 

人槽区分 補助限度額 

５人槽 332,000 円 

６～７人槽 414,000 円 

８～１０人槽 548,000 円 

  ※坂本町管内の個人住宅への設置又は更新の場合、上記浄化槽設置補助金

額に 1 人槽につき 30,000 円を加算した額とします。 

  ※予算の上限に達した場合は、申請書の受付を終了します。 

（２）被災した合併処理浄化槽の改築（機器修理）（個人住宅に限る） 

  故障した合併処理浄化槽の改築（機器修理）費用を補助 

  （例：ブロワーの交換、浄化槽本体の補修など） 

補助額 

国に事前協議をして承認を得た額 

※環境大臣の承認を要することから、改築(機器修理)は着工の 30 日

前までに申請をお願いします。 

＜申請期間＞ 

令和９年 1 月末まで 

活用できる方 
下水道処理区域（予定区域を含む）、東陽町、泉町を除く市内全域において、 

令和８年熊本地震により合併浄化槽が損傷した方 

注意事項 

・申請前に工事を開始された場合は、補助を受けられないことがありま

すのでご注意ください。 

・事前に点検業者に 既存浄化槽の点検を受けたうえで検討をお願いし

ます。 

・申請される方は、浄化槽設備士のいる設備業者にご相談ください。 

お問合わせ先 下水道総務課（本庁舎５階） ℡：3３-4147 
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制度の名称 建築士による電話相談窓口の開設について 

支援の種類 サービス等 

制度の内容 

令和８年熊本地震で被害を受けられた方を対象に、建築士による住宅の復旧 

や改修等に関する無料電話相談窓口『令和８年熊本地震住まいサポートダイ 

ヤル』を開設いたします。 

また、住宅の被害状況等に応じて、現地での対面による相談についてもご案

内しますので、ぜひご利用ください。 

 

１ 無料電話相談 

住宅の復旧、改修等に関する電話相談を行います。 

○ 実施期間 令和８年１０月３０日（金）まで （土日、祝祭日を除く） 

○ 受付時間 ９時～１２時、１３時～１６時  

 

２ 現地での対面相談 

住宅の被害状況等に応じ、建築士等を被災住宅の現地に派遣して、復旧・改 

修等のアドバイスを行います。ご希望の方は、「１」の無料電話相談窓口へご 

連絡ください。 

○ 相談時間 １件あたり３０～６０分程度 

○ 実施期間 令和８年１０月３０日（金）まで 

○ 訪問日時 後日、訪問日時をご連絡いたします。 

※指定する日時にできる限りご協力ください。 

活用できる方 被災した住宅の所有者等が対象です。※空き家は除きます。 

注意事項 
状況により、現地の派遣をいたしかねる場合がございます。何卒ご了

承くださいますようお願い申し上げます。 

お問合わせ先 

熊本県住宅リフォーム推進協議会  

（一財）熊本県建築住宅センター内 

電話番号 050－8882-5924 
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制度の名称 水道の宅内配管工事コールセンターの開設【新規】 

支援の種類 サービス等 

制度の内容 

 令和８年熊本地震で被災した水道の宅内配管修繕工事の需要増加を踏まえ、

宅内配管修繕工事に対応可能な工事業者を紹介する「令和８年熊本地震 水道

の宅内配管工事コールセンター」を国土交通省が開設しました。 

 

■電話番号 0120-275-557 

■受付時間 ９時～１７時（土日祝も受付） 

■設置期間 １２月２８日（月）まで 

 

活用できる方 
八代市、宇城市、八代生活環境事務組合（八代市の一部、氷川町）の水

道使用者 ※井戸の修理は対象外 

注意事項 

 水道の新設や改造工事は、八代市指定給水装置工事事業者（指定工事

事業者）でなければ施工することができませんが、令和８年熊本地震の

発生にともない、当面の間、他の水道事業者（市町村長等）が指定した

給水装置工事事業者についても施工を認めることとしています。 

お問合わせ先 水道の宅内配管工事コールセンター ℡：0120-275-557 
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制度の名称 被災井戸に関する支援について【新規】 

支援の種類 サービス等 

制度の内容 

熊本地震で被災した井戸について原因調査、井戸等の修理（掘り直し等）の支

援をしています。 

 

【原因調査】…井戸内を洗浄し不具合の原因を調査します 

〇調査の内容 

・井戸内に空気を吹き込み堆積した砂を除去し、井戸内の不具合を調査します。 

・舗装されて井戸が確認できないなど、調査が実施できない場合があります。 

・井戸所有者の調査費用の負担はありません。 

 

【井戸等の修理（掘り直し等）の支援】…井戸等の修理を支援します 

〇井戸等の修理の支援内容 

井戸等の復旧作業について１世帯あたり最大で７５万７千円の支援がありま

す。 

※被災者が修理業者に既に修理費用を支払い済の場合は、支援対象になりませ

ん。 

〇申込に必要な書類 

応急修理申込書、被害状況に関する申出書、資力に関する申出書、修理前の現

況が分かる写真、修理見積書（井戸、設備など）、洗浄による井戸機能回復が見

込めないことを証する申出書、井戸等の応急修理申込チェックシートなど 

活用できる方 

【原因調査】 

・八代市在住で井戸水のみを利用されている方 

【井戸等の修理（掘り直し等）の支援】 

① 自宅敷地内にある井戸等が損傷を受けた方 

② 井戸が飲用水を得る唯一の手段である方 

③ 以下のいずれかに該当する方 

 ・ 洗浄の実施が困難。 

 ・ 洗浄を実施したものの機能が回復しない。 

 ・ 電動ポンプ等の損傷であること。 

④ 井戸等を修理することで自宅での生活が可能と見込まれる方 

⑤ 井戸の機能が回復した場合、地域の断水が解消するまでの間、周囲の被災

者への給水支援などについて、できるかぎり協力できる方 等 

注意事項 事業者および上水道を併用されている方は「対象外」となります。 

お問合わせ先 

【原因調査】℡：３３－８７７３ 

【井戸等の修理（掘り直し等）の支援】℡：６５－７７２２ 

受付時間 ８時３０分～１７時１５分（土曜日、祝日を除く） 

 ※９月２０日（日）は開設せず、前日の１９日（土）に開設します。 
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制度の名称 住宅金融支援機構による「災害復興住宅融資」（一般）【新規】 

支援の種類 貸付・融資 

制度の内容 

 

（１）融資限度額 

建設 
土地を取得する場合  ： 5,500 万円 

土地を取得しない場合 ： 4,500 万円 

購入 5,500 万円 

補修 2,500 万円 

（２）融資金利：年 1.45％～年 1.89％（2026 年 9 月 1 日現在） 

   ※借入申込時に返済期間全ての金利が確定します。 

融資金利は毎月見直します。 

※ご返済期間や団体信用生命保険の内容により異なります。 

また、団体信用生命保険に加入されない方は、上記より金利が 

年 0.2％低くなります。 

（３）返済期間：最長 35 年 

※申込本人等の年齢により返済期間が短くなる場合があります。 

（４）返済方法：元利均等毎月払いまたは元金均等毎月払い 

（５）担保：融資対象の建物及び土地 

（融資額が 500 万円以下の場合は無担保） 

（６）保証人：必要ありません。 

（７）火災保険：融資の対象となる建物に火災保険を付けていただきます。 

（８）団体信用生命保険：所定の団体信用生命保険に加入いただけます。 

   ※健康上の理由等で団体信用生命保険に加入されない場合も融資は 

利用できます。 

（９）手数料：無料 

（10）申込受付期間：原則として、り災日から 2 年間です。 

 

活用できる方 

 

次の（１）から（５）までの全てにあてはまる方 

（１）自然災害により被害が生じた住宅の所有者または居住者で、地方公共団

体から次表の「り災証明書」を交付されている方 

建設 

購入 

住宅が「全壊」した旨の「り災証明書」 

※「大規模半壊」、「中規模半壊」または「半壊」の場合で、被災

住宅の修理が不能または困難である場合を含みます。 

補修 住宅に被害が生じた旨の「り災証明書」 

（２）ご自分が居住するための住宅を建設、購入または補修する方 
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（３）年収に占める全てのお借り入れの年間合計返済額の割合が次表の基準を

満たしている方 

年  収 400 万円未満 400 万円以上 

総返済負担率基準 30％以下 35％以下 

（４）日本国籍の方または永住許可等を受けている外国人の方 

（５）お申込時点の年齢が満 79 歳未満の方 

 

注意事項 

・申込条件を満たす場合でも、審査の結果、融資をお断りする場合があります。 

・災害復興住宅融資には別途、「高齢者向け返済特例」による融資もあります。 

「高齢者向け返済特例」は、毎月のお支払いが利息のみのため月々の負担を

低く抑えられるなどの特徴があります。 

・詳しくは、以下のカスタマーセンターにお問合せください。 

 

お問合わせ先 
住宅金融支援機構 カスタマーセンター（災害専用ダイヤル） 

  ℡：０１２０－０８６－３５３（通話料無料） 
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制度の名称 農地災害復旧事業 

支援の種類 補助 

制度の内容 

異常な天然現象（暴風・洪水・高潮・地震など）で被害を受けた農地の復旧

に係る経費を国の補助事業を活用して復旧する制度です。 

 

【採択条件】 

（１）１箇所の復旧に係る経費が 40 万円以上であること。 

（２）耕作している又は休耕であっても復旧後には耕作する農地であること。 

※ただし、営農を目的としない農地は対象外です。 

（３）復旧後に分担金の納入が可能な方であること。 

 

【補助内容】 

国補助：50％※注    申請者負担：50％ 

※被害の規模などにより国の軽減措置制度の適用を受けた場合は、国補助率が

嵩上げされて申請者の負担が軽減されます。 

※被災した条件や規模に応じて、国の補助対象となる限度額があります。 

 

 

活用できる方 令和 8 年熊本地震で被災した農地の所有者 

注意事項  ― 

お問合わせ先 

農地整備課（本庁舎４階） ℡：33-4118 

各支所産業建設課（坂本）℡：45-2290 （鏡）℡：52-7820 

（千丁）℡：46-110２ （東陽）℡：65-2114 

（泉）℡：67-2112 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業経営・農林漁業への支援 
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制度の名称 持続的生産強化対策事業【新規】 

支援の種類 補助 

制度の内容 

令和８年熊本地震により被災した農業者の営農再開に向けた生産資材の確保、

残さ撤去等に対して国の支援が実施されます。 

 

＜支援内容及び補助率＞ 
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活用できる方 令和 8 年熊本地震により被害を受けた農業者 

注意事項 

・申請の前に要望調査を行います。 

・要望調査に当たっては、被害状況を確認するため、ほ場ごとに被害箇所の写真

やその他の関係資料を提出する必要があります。 

・現在、手続きの準備を行っています。申請方法、受付期間等が決定しましたら、

改めて市ＨＰや農業情報配信メール等でお知らせします。 

お問合わせ先 農業振興課（本庁舎４階） ℡：33-８７５１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



45 
 

制度の名称 農地利用効率化等支援事業（被災農業者支援タイプ） 【令和８年熊本地震】【新規】 

支援の種類 補助 

制度の内容 

 

令和８年熊本地震により被災した農業者の早期の営農再開に向けて、 農産物

の生産・加工に必要な農業用機械・施設の再取得・修繕を支援します。 

 

＜補助率＞ 

 国１/２以内 

 ※県・市において補助率の上乗せを検討中です。決定次第お知らせします。 

 ※被災前と同程度（原形復旧）が対象であり、超える部分は自己負担になり

ます。 

 ※業者への発注のほか、自力施工を行う場合の資材費も対象です。 

 ※令和８年熊本地震により被害を受けた日以降の取組（着工）であれば、本

事業の計画承認等の手続き前の取組でも対象となります。 

 

＜対象となる農業用機械・施設の具体例＞  

農業用機械︓トラクター、田植機、コンバイン、いぐさ織機 等 

農業用施設︓農作業施設、加工施設、農機具格納庫、畜舎、たい肥製造施設 

かん水施設（農業専用井戸含む） 等 

農業用ハウス等︓農業用ハウス、附帯施設（暖房機、高設ベンチ等）等 

 

活用できる方 令和 8 年熊本地震により農業用機械・施設に被害を受けた農業者 

注意事項 

・申請の前に要望調査を行います。 

・要望調査に当たっては、被害状況を確認するため、ほ場ごとに被害箇所の

写真やその他の関係資料を提出する必要があります。 

・現在、手続きの準備を行っています。申請方法、受付期間等が決定しまし

たら、改めて市ＨＰや農業情報配信メール等でお知らせします 

お問合わせ先 農林水産政策課（本庁舎４階） ℡：33-4117 
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制度の名称 日本政策金融公庫による「災害復旧貸付」 

支援の種類 貸付・融資 

制度の内容 

地震、台風、豪雪や大規模な火災などの災害を受けた中小企業者の事業の復

旧を促進し、被災地域の復興を支援するため、日本政策金融公庫が「災害復旧

貸付」を実施します。 

 

＜制度内容＞ 

 国民事業 中小企業事業 

融資限度額 ３千万円（※１） １億５千万円（別枠） 

融資期間 

（うち措置期間） 

１０年以内（※２） 

（２年以内） 

金利（※３） ― ― 

（※１）国民生活事業の融資限度額は、各融資制度に上乗せされる金額です。 

（※２）国民生活事業においては、一般貸付を適用した場合の融資期間（うち

措置期間）です。中小企業事業の設備資金においては、融資期間 15 年以内（う

ち措置期間 2 年以内） 

（※３）金利については日本政策金融公庫にご相談ください。なお、令和 8 年

８月２５日付けで、以下の特別措置の取扱いを開始しました。 

 ①融資後３年間、利率を 0.9％引下げ 

 ②利率引下げ適用の限度額 1,000 万円（中小企業団体 3,000 万円） 

 特別措置の適用にあたっては、事業所又は主要な事業用資産について、全

壊、流失、半壊、床上浸水その他これらに準ずる被害を受けた旨の証明（被災

証明書）を受けることが条件になります。 

活用できる方 災害により被害のあった中小企業・小規模事業者 

注意事項  － 

お問合わせ先  日本政策金融公庫 八代支店 ℡：32-5195 
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制度の名称 中小企業基盤整備機構による「小規模企業共済災害時貸付」 

支援の種類 貸付・融資 

制度の内容 

（１）借入限度額：原則として納付済掛金の合計額に掛金納付月数に応じて７割～

９割を乗じて得た額（５０万円以上で５万円の倍数となる額）と１，００

０万円のいずれか少ない額 

（２）借入利率：年０．９％（令和８年７月 29 日現在） 

（３）借入期間：借入金額 50 万円～500 万円 ３６ヵ月 

505 万円～1,000 万円 ６０ヵ月 

（４）借入金の返済方法：６ヵ月ごとの元金均等返済 

（５）担保、保証人：不要 

（６）借入窓口：商工組合中央金庫本支店  

（７）取扱期間：災害発生の日から 6 か月以内 

活用できる

方 

50 万円以上の借入れの限度額を有する共済契約者であって、災害救助法の適用

される災害の被災区域内に事業所（※1）を有し、かつ、当該災害の影響により次

の 1.または 2.の要件に該当し、その旨の証明を商工会、商工会議所、中小企業団

体中央会その他相当の団体から受けていること。  

（１） 被災区域内にある事業所又はその契約者事業の主要な資産（※1） 

について全壊、 流失、半壊、床上浸水その他これらに準じる損害を受け

ていること。 

（２） 当該災害の影響を受けた後、原則として１月間の売上高（※1）が 

前年同月に比して減少することが見込まれること。 

※１ 共済契約者が共同経営者の場合はその共同経営者の個人事業主の 

事業に関するもの、共済契約者が会社等の役員の場合はその会社 

等の事業に関するものとなります。 

注意事項 

以下が整っていれば、原則、即日貸付が可能です。 

・小規模企業共済の契約者であることがわかる書類（例:共済契約締結証書（共 

済手帳）、中小機構からお送りした共済契約者番号の記載されている書類等） 

・本人確認書類（運転免許証、マイナンバーカード等） 

・借入金額に応じた収入印紙 

・印鑑登録証明書（3 か月以内発行の原本） 

・実印 

・被災証明書または罹災証明書 

・被災証明願 

※『被災証明願』は「商工三団体（商工会、商工会議所、中小企業団体中央会）」

等で、『被災証明書』『罹災証明書』は市町村等で事前に証明を受けてください。 

お問合わせ

先 
中小企業基盤整備機構共済相談室 ℡：050-5541-7171 
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制度の名称 緊急時短期資金保証制度 

支援の種類 貸付・融資 

制度の内容 

〈限度額〉 

① 普通保証制度 2 億８，０００万円以内 

② 小口零細企業保証制度 ２，０００万円以内 

〈資金使途〉 

 事業資金（運転資金に限る） 

〈期間〉 

 ６か月以内 

〈保証料率〉 

① 普通保証制度の基準料率は、年 0.45％～年 1.90％ 

② 小口零細企業保証制度の基準料率は、年 0.50％～年 2.20％ 

〈融資利率〉 

 金融機関所定利率 

〈返済方法〉 

 一括返済。ただし、保証期限到来後、一括返済できない場合は長期資金にて

借換可能 

〈担保〉 

 原則として不要 

〈保証人〉 

 原則として、法人代表者以外の連帯保証人は不要 

 

活用できる方 令和 8 年熊本地震の影響を受けた中小・小規模事業者 

注意事項 １事業者１口限りとする 

お問合わせ先 熊本県信用保証協会 八代支所 ℡：33-2579 
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制度の名称 金融円滑化特別資金（令和８年熊本地震枠） 

支援の種類 貸付・融資 

制度の内容 

〈融資限度額〉 

 1 企業 8,000 万円 

 1 組合 1 億円 

〈融資期間〉 

 1 年以上 10 年以内 

 据置期間 2 年以内 

〈保証料率〉 

 事業者負担分 0.00％ ※県補助後 

〈融資利率〉 

 2 年以内 固定 年 1.50％以内 

 3 年以内 固定 年 1.70％以内 

 5 年以内 固定 年 1.85％以内 

 7 年以内 固定 年 2.00％以内 

7 年超   固定  年 2.20％以内 

〈担保〉 

 必要に応じて徴求 

〈保証人〉 

 原則として法人代表者以外の連帯保証人は不要 

活用できる方 

次の⑴又は⑵に該当する者 

⑴ 令和 8 年熊本地震による被害の影響を受けた中小企業者で、市町村長の発

行する罹災証明書又は被災証明書を有している者 

⑵ 令和 8 年熊本地震の影響を受け、申込日から 1 年以内の連続する 3 か月間

の平均売上高、平均売上総利益率又は平均営業利益率（以下「平均売上高等」

という。）が、前年同期の平均売上高等に比して減少している者、または減

少する見込みの者 

注意事項 

活用できる方⑵の申し込みにあたっては、「平均売上高等減少理由書」に、令和

8 年熊本地震の影響で平均売上高等が減少している又は減少する見込みである

ことについての記載が必要です。 

お問合わせ先 

市内取扱金融機関（ゆうちょ銀行を除く） 

八代商工会議所               ℡：32-6191 

八代市商工会           ℡：52-8111 

熊本県信用保証協会八代支所   ℡：33-2579 
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制度の名称 金融円滑化特別資金（セーフティネット保証対応枠（令和８年熊本地震分）） 

支援の種類 貸付・融資 

制度の内容 

〈融資限度額〉 

 別枠 8,000 万円 

〈融資期間〉 

 1 年以上 10 年以内 

 据置期間 2 年以内 

〈保証料率〉 

 事業者負担分 0.00％ ※県補助後 

〈融資利率〉 

 2 年以内 固定 年 1.50％以内 

 3 年以内 固定 年 1.70％以内 

 5 年以内 固定 年 1.85％以内 

 7 年以内 固定 年 2.00％以内 

7 年超   固定  年 2.20％以内 

〈担保〉 

 必要に応じて徴求 

〈保証人〉 

 原則として法人代表者以外の連帯保証人は不要 

活用できる方 

令和 8 年熊本地震の被害の影響を受け、中小企業信用保険法（昭和 25 年法律第

264 号）第 2 条第 5 項（以下「セーフティネット」という。）第 4 号の規定に基

づく「特定中小企業者」として市町村の認定を受けた者 

注意事項 

セーフティネット記事 URL 

（八代市 HP：下記 URL 又は二次元バーコードからご覧ください。） 

https://www.city.yatsushiro.lg.jp/kiji00326866/index.html 

お問合わせ先 

市内取扱金融機関（ゆうちょ銀行を除く） 

八代商工会議所               ℡：32-6191 

八代市商工会           ℡：52-8111 

熊本県信用保証協会八代支所   ℡：33-2579 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.city.yatsushiro.lg.jp/kiji00326866/index.html
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制度の名称 小規模事業者おうえん資金（令和８年熊本地震分） 

支援の種類 貸付・融資 

制度の内容 

〈限度額〉 

 2,000 万円 

〈融資期間〉 

 設備 1 年以上 7 年以内 

    据置期間 6 か月以内 

 運転 1 年以上 5 年以内 

    据置期間 6 か月以内 

〈保証料率〉 

 事業者負担分 0.00％ ※県補助後 

〈融資利率〉 

 3 年以内 固定 年 1.50％以内 

 5 年以内 固定 年 1.65％以内 

 7 年以内 固定 年 1.80％以内 

〈担保〉 

 必要に応じて徴求 

〈保証人〉 

 原則として法人代表者以外の連帯保証人は不要 

活用できる方 

既存の保証協会の保証付き融資残高と本資金との合計が 2,000 万円以下となる

従業員 20 人（商業・サービス業 5 人（宿泊業、娯楽業を除く））以下の小規模企

業者で、次の⑴.⑵のいずれかに該当する者 

⑴ 令和 8 年熊本地震による被害の影響を受け、市町村長の発行する罹災証

明書又は被災証明書を有している者 

⑵ 令和 8 年熊本地震の影響を受け、申込日から 1 年以内の連続する 3 

か月間の平均売上高、平均売上総利益率又は平均営業利益率（以下「平

均売上高等」という。）が、前年同期の平均売上高等に比して減少してい

る者、または減少する見込みの者 

注意事項 
熊本県信用組合以外の取扱金融機関についてはセーフティネット保証 4 号

の指定期間に限り、申し込み可。 

お問合わせ先 

市内取扱金融機関（ゆうちょ銀行を除く） 

八代商工会議所               ℡：32-6191 

八代市商工会           ℡：52-8111 

熊本県信用保証協会八代支所   ℡：33-2579 
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制度の名称 雇用調整助成金（令和８年熊本地震の災害に伴う特例措置）  

支援の種類 補助 

制度の内容 

経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、労働者に対

して一時的に休業、教育訓練又は出向を行い労働者の雇用の維持を図った場合

に、休業手当・賃金等の一部を助成するものです。 

【受給額】 

・休業を実施した場合、事業主が支払った休業手当負担額 

・教育訓練を実施した場合、賃金負担額の相当額 

に次の助成率を乗じた額 

※教育訓練を行った場合は、1 人 1 日あたり以下の加算があります。 

教育訓練実施率が 20％以上の場合、加算額は 1,800 円になります。 

企業規模 助成率 教育訓練加算額 

中小企業 ２／３ 
1,200 円 

大企業 １／２ 

※休業等の初日が令和８年７月 28 日～令和 9 年 1 月 27 日が対象です。 

※上限日数（１年間で 100 日）までが助成対象になります。 

活用できる方 

令和８年熊本地震に伴う経済上の理由により休業、教育訓練又は出向を行う

事業主であって、受給要件を満たすもの 

 ※受給要件の詳細は、お問い合わせ先にご確認ください。 

注意事項 

【今回の地震に伴う主な特例措置】 

・生産指標の確認期間を３か月から１か月に短縮します。 

・最近３か月の雇用量が対前年比で増加していても助成対象とします。 

 ・地震発生時に事業所設置後１年未満の事業主も助成対象とします。 

・残業相殺のルール（支給対象となる休業等の延べ日数から所定外労働時間

を控除）を撤廃します。 

・教育訓練の実施状況に応じて助成率を引き下げるルールを撤廃します。 

【事業者支援施策説明会】 

日時：９／２（水）、９／１４（月）、９／２５（金）、９／２８（月） 

   １４：００～１５：３０ 

場所：ハローワーク八代 八代会議室（八代市清水町１－３４） 

 ※各開催日、定員は４０人です。 

 ※事前申し込みが必要です。 

右の二次元バーコードからお申込みください。 

お問合わせ先 
熊本労働局 職業安定部 職業対策課 助成金センター 

（℡：096-312-0086） 
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制度の名称 八代商工会議所・八代市商工会による「特別相談窓口開設」【新規】 

支援の種類 サービス等 

制度の内容 

令和 8 年熊本地震により被害を受けた事業者の皆さんの、事業の再建・継続を

支援するため、八代商工会議所と八代市商工会では特別相談窓口を開設していま

す。 

事業の再建や資金繰りなど、お困りの事がありましたら、お気軽にご相談くださ

い。 

相談は無料です。会員以外の方も利用できます。 

 

＜八代商工会議所（主に旧八代市の事業者）＞ 

●日時：平日９時～1７時 ※土・日・祝日を除く 

●場所：八代商工会議所 

 

 

＜八代市商工会（主に旧八代市以外の事業者）＞ 

●日時：平日 8 時 30 分～17 時 ※土・日・祝日を除く 

●場所：八代市商工会  

鏡支所（本所）、千丁支所、坂本支所、東陽支所、泉支所 

 

活用できる方 令和８年熊本地震により被害・影響を受けた事業者 

注意事項 ― 

お問合わせ先 
八代商工会議所    ℡：32-6191  

八代市商工会（本所） ℡：52-8111 

 


